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第第４４編編  － 海岸保全基本計画の実施にあたって － 

４－１ 計画実施時に配慮すべき事項 

 前章までに、相模灘沿岸の課題と在り方、それを実現するための施策を示した。本計画では、
海岸保全基本計画を適切かつ効果的に実施していくために配慮すべき重要な事項を述べる。 

(1) 連携と整合 
神奈川県は、内陸部・沿岸部ともに自然度の高い山地、河川及び海岸を有し、大都市圏の中に

ありながら豊かな自然環境を擁している。動植物はこの豊かな自然環境の恩恵を受け、多様な動
植物相を示す。 
 しかし、海岸域において、藻場や干潟の消滅、海岸侵食など自然環境が変化する傾向にあり、
それに伴って動植物も減少する傾向にある。また、動植物の減少傾向は自然環境の変化によるも
のばかりではなく、護岸の整備などによる海岸の人工化、生活廃水の流入等による水質の悪化な
どもその原因となっている。 
 これらのことは本計画を実施していくうえで重要な課題であるだけではなく、沿岸の広域的な
環境問題、社会問題として捉えるべきであり、この問題の解消を目指し総合的な対策を講じてい
く必要がある。海岸に関係する行政機関と十分な連携と緊密な調整を図り、一体となった取り組
みが必要である。 
 また海岸保全施設の整備の実施については、港湾、漁港、河川、砂防、利水等の各事業、国土
の利用、開発及び保全に関する計画、環境保全に関する計画、地域計画等関連する計画との整合
性を確保するように努めるものとする。 

(2) 地域住民の参画と情報公開 
計画の策定段階で必要に応じ開催される公聴会等だけでなく、計画が実効的かつ効率的に執行

できるよう、実施段階においても適宜地域住民の参画を得る。また、計画の策定段階から、計画の
実現によりもたらされる防護、環境及び利用に関する状況について必要に応じ示す等、事業の透明
性の向上を図るため、海岸に関する情報を広く公開するものとする。 

(3) 調査等の推進 
 安全な海岸の実現と適切で効果的な海岸管理、施設計画等を行っていくために、海岸に関する
基礎的な情報の収集・整理を行いつつ、海岸に関する新しい技術の導入を図っていくものとする。 
 相模灘沿岸は、河川からの流入土砂が減少し、沿岸全体としては汀線が後退傾向にある。局所
的には、漁港、港湾、防波堤、導流提等の海岸施設の設置により漂砂のバランスが変化し、施設
近傍で汀線の前進と後退が現れている海岸もある。海岸侵食に対しては、「相模湾沿岸海岸侵食対
策計画」等に基づき、砂の粒径を考慮した養浜を主体に行い、砂の流れや砂浜の回復・保全の状
況、周辺環境へ与える影響などをモニタリングを行い順応的管理を行う。また、土砂供給源であ
る上流域と併せた総合的な土砂管理手法等に関する調査を推進するものとする。 
 また、地球温暖化に伴う気象・海象の変化や、長期的な海水面の上昇により、高潮、越波等の
規模の増大、被害の激化が懸念されている。これらに関する調査を行っていくとともに、潮位、
波浪等の監視体制を確立し、それらに対して必要な対策を検討していく必要がある。 
 この他に、海岸に関する技術のみならず幅広い分野の情報を共有し、それらの成果の活用と普
及を図るものとする。 

(4) 計画の見直し 
 本計画策定後においても、地域状況や社会経済情勢の変化等に柔軟に対応するために、適宜計
画内容を再整理し、適切な措置を行うこととする。また、災害の発生等により海岸保全施設の整
備が必要となった場合には、本計画の内容を踏まえたうえで、海岸保全施設の整備内容について
適切な措置を行うこととする。 
なお、本計画の第 2 編、海岸の保全に関する基本的な事項のうち、防護の目的を達成するため

の施策、海岸環境の整備及び保全に関する事項及び海岸における公衆の適正な利用に関する事項
に記載された施策うち、関係行政機関、関係住民等との連携あるいは支援などに関わる施策につ
いては、基本的な方向を示したものであり、具体的には、今後、関係者間で協議を行ない、その
都度、整理して行くものとする。 


